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1・はじめに 

近年、食生活の多様化により牛乳・乳製品の需要が高まっている。中国内モンゴルのモ

ンゴル人たちには昔から牛乳・乳製品が神聖な食料資源とみなされ、主要な栄養源であり、

家畜は生活経済を支えてきた。しかし、現在草地の過度利用により飼料基盤である草原が

劣化と砂漠化に直面し、緩和策として家畜放牧禁止方法が導入された。従来と変わり、自

然草地を利用しないことから農家の飼料コストは高騰し、生活収益が減少するようになっ

た。一方、牛乳生産が顕著に伸びているが、2008 年に起きたメラミン事件の発生が消費者

の安全、安心に対する関心を集めている。これらの問題を解決する為には安全な乳製品を

提供する必要がある。農家は禁牧に関わらず、家畜を飼育し牛乳を生産している現状を踏

まえて本研究ではホルチン地域マンハン都市部において牛乳・乳製品購入時意識調査を行

い、消費者の牛乳を購入する時の属性選好を明らかにし、高付加価値の乳製品市場の存在

と可能性を検討した。その結果、安全性、価格、味覚、生産地、新鮮さの中で牛乳を購入

する際に新鮮さを最重要視していることが分かった。安全に対する認識は若い人のほうが

高年齢者より高く、また乳幼児を持つ世帯では高い傾向が見られた。産地選択では有名な

乳製品会社より地元を選ぶ人が多く、地元産を選ぶ理由は添加物がないこと、すなわち安

全性にあった。価格に対する選好では高くなっても買う人が 90％と多く、高付加価値の市

場の可能性が示唆された。  

 中国では食生活の多様化により、牛乳・乳製品の生産、貿易が国際化し需要が高まって

いる。1997 年に中国の国務院は「全国栄養改善計画」を公表し、2000 年に「学生飲用牛乳

制度」を打ち出した。その後、小中学生を対象に給食に牛乳を支給するようになり（北倉・

孔 2007）、酪農業は重要な発展産業と位置付けられた（趙ら 2008）。内モンゴルは 7880

万 ha の天然草原を活かした遊牧が広く知られている中国の代表的な畜産地域の一つであり

（蘇 2005）、昔からモンゴル人の食文化に乳文化が営まれ（石井・小宮山 2010）、伝承さ

れてきた。内モンゴルでは牛乳生産量が増え続け、2000 年の 79.80 万トンから 2008 年の

934.9 万トンと 10 倍以上になり、これからも増加すると予測される。消費量においては、

所得水準の上昇によって増えるとの見解があり、（何 2008）は需給モデルから需要は所得

に対して非常に弾力性があった。しかし、量の拡大は質の安全を確保できず、2008 年 9 月

に発生したメラミン事件が一部の消費者の健康を損ない、信頼を失っている。牛乳の一人

当たり消費量は、中国の都市部では 1990 年の 4.6kg から 2003 年 18.6kg に増加したが、メ
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ラミン事件後 2009 年に 15.2kg と低下している（新川ら 2012）。一方、飼料基盤の草地は

過度利用開墾による劣化と砂漠化が生じ、緩和策として放牧禁止を実施して以来飼料コス

トの増加によって小規模農家の収益が低下し、禁牧後の牧民の生活は質的に悪化されてい

ることが生活実態調査により明らかとなっている（阿、金 2009 ,ガン 2006）。 

本研究で対象としている牛乳は放牧による自然の安全な牛乳であり、小規模酪農家の生

産したものを指す。放牧生産牛乳の利点は、放牧による飼料コストの削減と高度の技術は

いらない点でホルチン地域の小規模酪農家に生産可能であり、このように生産された牛

乳・乳製品は消費者の購入活動によって市場獲得しなければならない。中国に行った研究

では牛乳の蛋白質が多いほど、価格が高くなっている（渡邉 何 2012）。また、牛乳・乳

製品の消費意識動向に関する研究では飲用乳と世帯属性の関係を検討した結果、非常に深

い関係があり、影響を与えるアイテムは世帯人員、所得、年齢の順であることが分かった

（一色 1998）。 

2 調査方法 

(1) 調査概要 

 調査地域ホルチン庫輪旗マンハン鎮は内モンゴル東南部に位置し、人口 12435 人である。

研究対象地域をマンハンに選んだのは、マンハン地域は最もモンゴル人が集中して居住す

る地域・農牧人口の 91％がモンゴル人であり（澤田 2004）、周辺の住民は牧畜により生活

を成り立たせる牛乳生産者であり、マンハン鎮は酪農家に一番近い牛乳・乳製品市場とな

る。アンケート調査は 2010 年 8月 12 日～26日に、マンハン鎮に在住する 18歳以上の人住

民を中心に面接、配布回収法により本人が調査票に回答する選択記述方式を用いて実施し

た。アンケートは 300 票配布して 290 票回収したが、結果分析において一部のデータは欠

損値があるため 229 票を用いて解析を行った。解析に使った具体的な内容は表 1 の通りで

ある。 

表 1.牛乳・乳製品購入時の意識調査質問項目  

牛乳・乳製品の産地選択         地元産の方がいい（選んだ理由） 

乳製品会社の方がいい（選んだ理由） 

牛乳購入状況       一週間の牛乳購入頻度      一回の購入量 単位（ml） 

5 段階評価を用いて牛乳購入時の重要度の把握：味、価格、地元産、安全  

5 段階評価（1.重要でない 2.やや重要でない 3.どちらでもない 4.重要 5.とても重要） 

安全な牛乳は高くなっても購入するのか     買う      買わない 

(2)解析方法       

 グラフや基本統計処理にフリーソフトウェア R.12.3.1 バージョン(パッケージ)を用いた。

基本属性項目と牛乳購入頻度・購入量は基本統計量を出した。現在の牛乳購入量と購入頻

度を高くなっても買うと買わない二群の間に差異があるのか標本平均の検定をした。牛乳

の価格に対する選好意識行動に影響を与える要因を明らかにするためロジステック回帰分

析を用いた。応答変数は「買う＝1」「買わない＝0」の二値データ、説明変数に基本属性の
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性別、年齢、住所、家族人数、収入と牛乳購入時の重要度 5段階評価を用いた。 

3.結果  

(1) 回答者基本属性  

 調査対象になった回答者は男性が 41.5％、女性が 58.5％であった。当地域（統計年鑑・

2009）の男性人口が51％を占めている。また、回答者の年齢は、10～30代の人が全体の58.9％

を占めていたが、母集団では 54％である。すなわち、回答者は母集団に比べて女性の比率

がやや多く、若かった。 

(2) 牛乳属性性重要度選好性分析 

牛乳を消費する際の属性の選好性を把握した結果牛乳購入時に重要度が最も高い属性は、

新鮮さ（56.8％）であった。2番目に高かった項目は安全性（21.4％）、3番目が味（13.5％）、

4番目が価格（7.0％）5番目が乳製品会社（1.3％）となっている。牛乳の属性選択におけ

る基本属性の違いは何かを明らかにするため、性別と世帯属性を表す項目を年齢、家族成

員、世帯収入とし、カイ二乗検定を用いて調べた。基本属性の違いは性別の間にほとんど

なかったが、年齢、家族成員、収入では違いが見られた（表 2）。年齢カテゴリーでは、50

歳前と 51歳以降では安全性に対する違いがあり、安全を重視しているのは比較的に若い世

代であり、年齢の高い人は安全より味や価格を重視ている。家族構成では、乳幼児を持つ

世帯は、価格より安全性を重視していることが分かった。収入項目では、収入が 1 万元未

満では価格を重視ている。収入の高い 5 万元以上のカテゴリーでは新鮮さを除けば、安全

性に対する関心が高くなっている。安全な牛乳は高くなっても買うと答えた人の現在の牛

乳購入量と購入頻度はいずれも安全な牛乳は高くなったら買わない人に比べて高かった。 

(3) 価格に対する消費者選好性分析 

価格に対する消費者選好性買う支持率と買わない支持率の二つの項目に分類し、現在の牛

乳購入頻度と購入量の平均と標準偏差を出し、牛乳購入する時の重視度についても平均値

と標準偏差を出した。 

安全な牛乳は高くなっても買う支持率 87％ 買わない支持率 13％ 

今の購入状況 平均 標準偏差 平均 標準偏差 

購入頻度（回） 2.70 2.04 1.13 1.02 

購入量（kg） 4.93 2.70 3.07 2.29 

牛乳買う時の重要度 

味 4.37 1.20 3.73 1.73 

地元産 4.12 1.47 4.13 1.45 

安全 3.88 1.49 3.67 1.70 

価格 3.24 1.56 3.40 1.62 

乳製品会社  3.67 1.73 4.47 1.02 

(4) 価格に対する消費者選好性分析  

価格に対する消費者選好として牛乳高くなっても買うか買わないかを質問した。その結
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果、高くなっても買うと答えた者は牛乳では 87％、乳製品では 82％であった。95％信頼区

間は牛乳では 84％～89％、乳製品では 79％～84％のであった。 

４考察 

マンハン都市部地域では安全な牛乳は高くなっても買うという消費者が多く、安全な牛

乳の高付加価値化の可能性が示唆された。ロジステックモデルによる分析からは年齢の高

い人、収入の高い人程高くなっても買う傾向にあることが明らかになった。高い年代の人

と若者で選好に違いが見られたのは、若い人にとって牛乳の代わりに現在中国でも多様化

しているジュース等の飲料の普及が影響していると考えられる。したがって、安全な牛乳

を如何に商品化して種類増加を図り、消費者層に合わせた販売市場を構築することがこれ

からマンハン都市部周りの小規模酪農家の乳製品市場開発に必要となる。10代や20代にも、

牛乳が高くなっても栄養・健康の観点から飲み続けた方が良いという動機付けの提案が牛

乳市場の開発には必要になるだろう。収入は高い人ほど牛乳が高くなっても買う傾向にあ

るのは消費生活を支える収入が牛乳の需要に対して非常に弾力性があり、所得の増加によ

り牛乳の需要は高まると考えられる。 

牛乳を買う時の重要な属性として鮮度の訴求が性別や年齢を問わずに高い傾向があった。

これは、牛乳の味が搾乳して新鮮なうちに飲むのが一番美味しいというモンゴル人の伝統

的な考え方を反映したものであると考えられる。続いて、マンハン都市部消費者の牛乳乳

製品購入時重視しているのは味や地元産、安全といった項目を高く評価し、地元産は添加

物がなく、安全であるとしている購買選択や高くなっても購入する回答者が 80％を占めた

ことから牛乳乳製品の高付加価値は期待できるだろう。 
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ミャンマー 寺子屋（僧院学校）における 
学童期から青年期の昼食摂取状況と体格、貧血の関連 
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1.はじめに 

2010 年と 2013 年にミャンマーの寺子屋（僧院学校）で、児童 884 名の身体測定を行っ

た。 その中で寺子屋の児童は痩せている印象を受け、ミャンマーの児童の標準体格指標

（公立学校の児童のみ対象とし作成されたもの）と比較を行ったところ、やや痩せている

傾向が確認された。 しかし、比較を行った公立学校の児童は寺子屋の児童と比較して裕

福な家庭で育っており、経済状況や家庭環境、栄養状態の違いも体格の差に強い影響を及

ぼしている可能性が考えられた。 例えば、寺子屋の児童の中には出家中の小坊主もおり、

食事は托鉢で得、宗教上の規則で昼の 12 時以降の食事は禁止されている。 彼らの多くは

孤児のために寺子屋で生活を営んでいるなど、学校環境以外にも多くの違いがあることが

うかがわれた。 

寺子屋の児童の小坊主以外の昼食摂取状況として、托鉢で得られた食事が給食として提

供され夕食は家で食べる児童。 昼食に弁当を持参するか帰宅して家で食べる児童。また

給食が全児童に提供されている寺子屋もあり、寺子屋の中でも昼食の内容や摂取状況が異

なっている。 

そこで本研究では寺子屋の児童を昼食摂取状況の異なる 4 カテゴリーに分け（図 1）低

体重と貧血の現状を把握し、これらがどのような要因と関連しているのかを分析すること

により、ミャンマーの中でも貧困層の児童が通う寺子屋の児童の健康や体格に及ぼす昼食

摂取状況の影響を明らかにすることを目的とした。 

 

図 1 4 群の昼食摂取状況 
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2.ミャンマーの学校教育の現状と寺子屋の役割ついて 

ユニセフ世界子供白書2013年によると、ミャンマーの15～24歳の識字率は男子96%、女

子96%と後発開発途上国（最貧国）の男子76% 女子68%と比較しても高率である。また、ASEAN

諸国における市民性教育とアセアンネスのための教育の国際比較研究からの報告によると

同国の小学校の入学率は、98％であるが、2008年現在の小学校出席率は83％、最終学年ま

での在籍率は72％となっている。 前期中等教育における就学率は、2007年現在49.3％で

あり、これは5割強が5年以下の基礎教育しか受けていない状況を表し、義務教育ではない

ため基礎教育を受けることが貧困層にとって大きな負担になっていることが示されている

（平田）。 

ミャンマーの公立学校は教育省の管轄にあり、5 歳から始まる幼児学級も含めて、11 年

間が基礎教育として位置づけられている。 これら公立学校は無償化をうたっているが、

入学金や教科書代、制服代などが必要であり、また出生証明書を持たない児童たちは入学

することができない。そのため公立学校に通うことの出来ない児童は、寄進やボランティ

アによって無償の教育を提供している寺子屋に通うケースが多く、寺子屋はミャンマーの

初等教育において学校教育を補う点で大きな役割を果たしている。 

寺子屋は宗教省の管轄であり、ASEAN 諸国における市民性教育とアセアンネスのための

教育の国際比較研究によると、2007 年現在、小学校 1052 校、中学校 289 校、高校 2 校で、

生徒数は小学校 162.717 人、中学校 15.840 人、高校 3013 人である（平田）。 

教育内容は仏教の教えを中心に識字教育を追加したものから、公教育のカリキュラムを

導入しているなどそのレベルも様々である。 2010 年時点で、中学レベルの寺子屋は中学

校全体の 1%に過ぎず、初等教育を提供している寺子屋の施設や設備も公立学校に比較して

十分でなく、学級によっては教師が不在であったり教室が足りず、児童は外で勉強してい

る場面も見かけられた。 さらに、学校教育へのアクセスやカリキュラム以外の衛生分野

や学校保健分野においても改善すべき問題点が数多く見られた。例えば、公立学校では身

体測定が実施されているが、寺子屋では実施されておらず、そのためミャンマー国内の子

供の標準体格指標は、公立学校の児童のデータだけを基に作られており、寺子屋の児童を

含んでいない。 そこで寺子屋の児童の身体測定を行い、その情報を検討することに意義

があると考え本研究を行った。 

 

3.方法 

(1)対象 

2010 年 8 月～9 月と 2013 年 1 月に身体測定を行った Mandalay と Yangon の寺子屋の児

童、計 884 名から性別や年齢の記載漏れ 8 名を除いた Mandalay の寺子屋４校の児童 4 歳～

18 歳、計 425 名（女子 158 人、男子 267 人）と Yangon の寺子屋の児童 4 歳～16 歳、計 451

名（女子 188 名、男子 263 名）から「托鉢群」の年齢の範囲に限定し（7 歳未満の児童 117

名を除外）759 名を解析対象とした（図 2）。 
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図 2 対象者選定のフローチャート 

 

本研究は、帝京大学における臨床研究倫理手続きにより 2013 年 2 月 22 日に承認を得た

（TU-COI12-1005 号）。 

 

(2)調査項目 

結果変数として BMI-for-age percentile で 5%未満の低体重とそれ以上で区分した場合

（以下 5%低体重）、1%以下とそれ以上で区分した場合（以下 1%低体重）及び貧血の有無を

用いた。 BMI-for-age percentileとは身体測定結果からBMI(Body Mass Index)を算出し、

CDC(Center for Disease Control and Prevention)の BMI-for-age percentile（以下 BMI

換算値）に変換した数値である。 

BMI(Body Mass Index)は、1979 年に Cole が栄養状態の異なる 5 か国 0～22 歳、4631 人

のデータを分析し、BMI の算出方法である体重(kg)/身長(m2)が小児でも適用可能であるこ

とを統計学的に明らかにした以降、小児の分野においても用いられている体格指標である。    

 今回は BMI を対象の性差の分布や年齢差の影響を抑え、各年齢における低体重を把握す

るために性・年齢を調整した BMI 換算値として用いることにした。 

これを CDC の低体重のカットオフ値である 5%未満という 5%低体重と、1%低体重を取り

上げた。 1%低体重は、 CDC の基準と寺子屋の児童の比較を行った際に 3～4%の相違があ

ったことから相対的な低体重として 1%以下の区分を用いた次第である。なお BMI 換算値を

用いるに当たり、ミャンマー人とアメリカ人の体格差を考え、同じアジアの集団の BMI 換

算値からミャンマー人の位置する Percentile の値を算出しようと試みたが、2009 年に中

国で発表された論文で、中国の経済レベルが中レベルの９つの都会の町の 0～18 歳 93702

人を対象とした結果はアメリカ人と体格がほぼ変わらず、またやせなどのカットオフ値も

今後の検討課題とされていたため CDC の基準を用いた。 

貧血の有無については栄養状態の代替指標になるのではないかと考え、眼瞼結膜の色調

から判断を行い結果変数とした。 判断基準は眼瞼睫毛縁付近が奥の部位と比較して赤く

見えれば正常、毛細血管がまばらとなり色調の差が少ない状態を貧血と評価した。 
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説明変数は図 1 で示した 4 群の昼食摂取状況の他に、性別、年齢、皮膚疾患の有無を取

り上げた。 皮膚疾患の有無については家庭環境の代替指標となるのでないかと考え、大

きさによらず頭部と体部の真菌症が身体の一か所にでもあれば有症とした(図 3.4)。  

 

図 3 皮膚疾患 頭部真菌 

 

 

図 4 皮膚疾患 体部真菌 

 

 

(3)統計解析 

結果変数を BMI 換算値 5%低体重と 1%低体重にした場合の説明変数は、昼食摂取状況、

年齢、性別、皮膚疾患の有無を用いた。 

結果変数を貧血の有無にした場合の説明変数は、昼食摂取状況、年齢、性別、皮膚疾患

の有無を用いたが、貧血の有無についての欠損値が多かった「托鉢夕食群」は除外した。 

サブグループアナリシスとして男子のみについても同様に分析を行った。托鉢群に女子

がいないため、女子のみの分析は省略した。 

関連の強さは粗オッズ比と調整オッズ比(odds ratio、OR)と 95%信頼区間(95%CI)をロ

ジスティック回帰分析により求めた。 全ての統計学的有意水準は両側 5%、解析には

SAS9.2 を用いた。 

 

4.結果 

(1)解析結果 

BMI 換算値の 5%低体重、1%低体重の分析結果については表 2 に示す。 調整オッズ比は
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昼食摂取状況、年齢、性別、皮膚疾患の有無で調整を行った。 結果変数を 5%低体重とし

た結果で、托鉢群と比べたオッズ比と 95%CI(以下同様)は、托鉢夕食群では[2.95;1.33～

6.54]、弁当群では[2.64;1.40～4.98]、給食群では[4.65;2.52～8.60]といずれも有意に関

連することが示された。 また 1%低体重でも、托鉢夕食群では[2.78;1.14～6.79]、弁当

群では[2.29;1.10～4.73]、給食群では[4.59;2.28～9.23] で有意に 1%低体重と関連する

ことが示された。 1%低体重では女子に比べ男子は[1.51;1.08～2.11]と有意に低体重の割

合が高かった。 

貧血の分析結果については表 3 に示す。 調整オッズ比は昼食摂取状況、年齢、性別、

皮膚疾患の有無で調整を行ったところ、托鉢群に比べ給食群が[15.00;3.51～64.06]で有意

に貧血の割合が高いことが明らかになった。 

サブグループアナリシスとして行った男子のみでの粗オッズ比は 5%低体重で托鉢夕食

群では[2.60;1.10～6.12]、弁当群では[2.66;1.38～5.11]、給食群では[4.64;2.52～8.53]

と男女を合わせた結果とほぼ同様の有意な関連が認められ、調整オッズ比でもほぼ同様の

托鉢夕食群では[3.09;1.27～7.51]、弁当群では[2.9 ;1.49～5.63]、給食群では[5.27;2.80

～9.94]といずれも有意な関連が認められた。 1%低体重の粗オッズ比では、托鉢夕食群は

有意差が認められなかったが、弁当群では[2.32;1.10～4.89]、給食群では[4.59;2.30～

9.16]と有意な関連があり、さらに皮膚疾患の有無が[0.23;0.05～0.98]と BMI 換算値 2%以

上の児童の方が皮膚疾患と有意な関連が認められた。 調整オッズ比は托鉢夕食群では

[3.07;1.15～8.20]、弁当群では[2.55;1.20～5.44]、給食群では[5.30;2.59～10.82]と有

意な関連が認められた。皮膚疾患については[0.37;0.10～1.31]と有意な差は認められなか

った。 貧血の有無については男女を合わせた結果とほぼ同様、給食群は托鉢群に比べて

オッズ比が[13.25;3.15～55.66]と給食群に貧血がある児童が多いという有意な関連が見

られた。 

 

表 1 対象の特徴 

 

 

結果変数
BMI換算値 median [Q1,Q3]      7  [1.0,23.0]

5%未満 329 （43.3％)
1%以下 237 （31.2％)

貧血の有無 貧血あり 103 (13.6%)
欠損 45 (5.9%)

説明変数
昼食摂取状況 托鉢群   77  (10.1%)

托鉢夕食群  59  (7.7%)
弁当群  239 (31.5%)
給食群  384 (50.7%)

性別 女子 290  (38.2%)
男子 469  (61.8%)

年齢 mean (SD) 10.4 (2.3)
皮膚疾患 あり   21 (2.8%)

欠損    2 (0.2%)
地域 Yangon (2013) 386 (50.9%)

Mandalay (2010) 373 (49.1%)
※数字はn (%)を示す．
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表 2 5%低体重、1%低体重に及ぼす要因の粗オッズ比と調整オッズ比 

 

 

表 3 貧血※に及ぼす要因粗オッズ比と調整オッズ比(n=700) 

 

 

5. 考察 

本研究では、ミャンマーの寺子屋の児童の昼食摂取状況の違いが体格と貧血の有無に影

響を及ぼしているかの現状把握と、その関連要因についての分析を行った。 その結果、

ミャンマーの貧困層という同程度の経済状況のなかでも体格や栄養状態に格差があること

が明らかになり、なかでも給食群が最も低体重と貧血に関連があることが示唆された。 

どのような学校で行われた調査であるのか明記されていなかったため不明であるが、給食

が提供されたことで 1 年間で入学率が 16%、出席率が 5.5%増加し、中退が 9%減少したとさ

れている(Luca Molinas)。 ミャンマーの寺子屋で提供されている給食もまた校長の印象で

はあるが出席率の向上に寄与しているようである。 しかし、資金不足の為、給食内容も

毎日えんどう豆のスープとご飯のみ（約 390kcal）であり、栄養状態の改善には至ってい

ないと考える。 

5%未満の割合 単変量オッズ比 P値 多変量オッズ比 P値
BMI換算値 5%低体重(n=329)
昼食摂取状況 托鉢群      15 (19.5%) 1.0 1.0

托鉢夕食群      23 (39.0%) 2.44  (1.14〜5.21） 2.95 (1.33〜6.54）
弁当群      91 (38.1%) 2.34  (1.28〜4.31） 2.64 (1.40〜4.98）
給食 群    199 (51.8%)   4.1  (2.28〜7.37） 4.65 (2.52〜8.60）

性別 女子      121 (41.7%) 1.0 1.0
男子    207 (44.1%) 1.13   (0.83〜1.50） 1.33 (0.97〜1.81）

年齢 mean (SD)  10.42 (2.27) 0.99   (0.93〜1.06） 0.780 1.02 (0.96〜1.09） 0.498
皮膚疾患 あり       6 (28.6%) 0.51   (0.20〜1.33） 0.170 0.58 (0.21〜1.60） 0.294

欠損       2 (100.0%)
BMI換算値 1%低体重(n=237)
昼食摂取状況 托鉢群      11 (14.3%) 1.0 1.0

托鉢夕食群     16 (27.1%) 2.32 (0.95〜5.27） 2.78 (1.14〜6.79）
弁当群     59 (24.7%) 1.97 (0.97〜3.97） 2.29 (1.10〜4.73）
給食群     151(39.2%) 3.89 (1.99〜7.60） 4.59 (2.28〜9.23）

性別 女子       81 (27.9%) 1.0 1.0
男子    156 (33.3%) 1.29 (0.93〜1.77） 1.51 (1.08〜2.11）

年齢 mean (SD) 10.45 (2.31)      1 (0.94〜1.07） 0.986 1.03 (0.96～1.10) 0.445
皮膚疾患 あり      3  (14.3%) 0.36 (0.10〜1.23） 0.102 0.37 (0.10～1.31) 0.123

欠損      2 (100.0%)

<.0001 <.0001

0.124 0.015

<.0001 <.0001

0.478 0.074

貧血の割合 単変量オッズ比 P値 多変量オッズ比 P値

昼食摂取状況 托鉢群     2 (2.6%) 1.0 1.0
弁当群  0 <0.001 (<0.001〜>999.99） <0.001 (<0.001〜>999.99）

給食群     100  (26.0%) 13.20  (3.18〜54.8） 15.00  (3.51〜64.06）

性別 女子       41 (15.3%) 1.0 1.0

男子      61 (14.1%)   0.91 (0.59〜1.40）  1.00  (0.63〜1.60）

年齢 mean (SD)  9.78  (2.28)   0.99 (0.91〜1.09） 0.880  1.06 (0.96〜1.17） 0.221

皮膚疾患 あり      3 (15.8%)   1.10 (0.32〜3.85）  1.16  (0.30～4.46) 0.833

欠損        2 (100.0%) 1.0
※欠損値が76.3%を占めた「托鉢夕食群」を除外

0.879

0.002

0.668

0.001

0.998
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CDC からの報告でも栄養不足はやせと関係しているとされており、本研究では給食内容

からも「給食群」が「托鉢夕食群」「弁当群」や「托鉢群」に比べて有意に低体重である

という結果は妥当であろう。しかし、給食の食事内容については運営資金上の問題から制

限があるため、給食に掛かる費用の増額を伴う形で給食内容の改善を図ることは難しいと

考えられる。そのため、まずは寺子屋でこれまで行われてこなかった食品の栄養について、

給食を作っているスタッフや児童へ教育を行うことで、資金に制限がある中でも給食内容

を改善できる余地が残されているのではないかと考える。 なお、実際に訪問した給食群

の児童が住んでいる一部のコミュニティからの知見ではあるが、給食以外の要因として彼

らの多くが住んでいる地域は、インフラも整備されておらず、電気や上下水道、ガスなど

も使える環境になく、家にトイレや風呂場、中には壁がない家もあった。 そのため、衛

生的にも悪条件が揃っており、栄養の影響のみならず衛生的な問題から考えられる寄生虫

症などの疾患により、栄養吸収障害が生じ低体重や貧血になっている可能性も考えられた

（図 6.7）。 

1%低体重で女子よりも男子が有意に低体重と関連していたが、「Underweight problem in 

Asian children and adolescents」で「ほとんどの南アジアと西アジア国々で男児の方が

やせの率が女児より高い結果が出ている。」という報告(Mak KK 2012)とも同じ様子であ

り、今回の研究対象であるミャンマーの寺子屋でも、性差も低体重に影響していたことが

考えられた。 

 全体では BMI 換算値と皮膚疾患の有無について有意な差は見られなかったが([オッズ

比;95%CI]は[0.36;0.10～1.23] 、男子のみの 1%低体重と皮膚疾患の有無の関連について、

結果は表示していないが、皮膚疾患がある方でむしろ低体重は(同[0.23;0.05～0.99])と有

意に低かった。 これは BMI 換算値が一番高い集団である托鉢群で皮膚疾患が極めて多か

ったことによるものと考える。 家庭環境の代替指標として観察を行った皮膚疾患（頭部、

体部真菌症）の有無が「托鉢群」で有意に関連していたのは、彼らの多くは夏に身体測定

を行ったこと、出家中の規則で髪型を坊主にしなければならない際に用いる剃刀を使い回

す為に真菌の感染が広がっている可能性が考えられる。また孤児の児童も多く、寺子屋に

住んでおり世話をしてくれる大人も存在せず、入浴や洗濯も十分に行えない状況である托

鉢群の特徴を表しているとも考えられた。 

本研究の独自性は、初めて経済状況がほぼ同等の寺子屋の中で昼食摂取状況と低体重、

貧血の有無について検討し、その中でも昼食摂取状況で相違があることを明らかにしたこ

とが挙げられよう。 さらに BMI 換算値を用い 5%未満と 1%以下を低体重と定義し結果変数

としたため、低体重の状況を把握する上で性・年齢の影響をある程度調整することができ

たと考える。 

本研究の限界の 1 つに年齢分布の偏りがある。 BMI 換算値を用いることで年齢の差の

影響は抑えることができたと考えるが、他の要因の中での年齢分布の偏りは否めない。 解

析対象は托鉢年齢の範囲に限り行ったが、群間の年齢の分布の偏りによる影響は調整でき

ていない可能性がある。 解析結果では、年齢の影響は低体重と貧血には認められなかっ

たが、昼食摂取状況と年齢について分離されていない点があり、今後さらに検討する必要

がある。 次に対象が一部の学校であることや昼食摂取状況についてのみ情報収集を行っ

た結果であり、彼らの経済状況や食生活の差による体格や栄養状態への影響を全て評価す

The 24th JASID Annual Conference, 2013 国際開発学会第24回全国大会（大阪大学）

215



ることはできていない。 最後に身体測定を行った年代がミャンマー総選挙の前後となっ

たため、その間の経済状況の変化が寺子屋児童の生活状況に影響を及ぼした可能性がある。 

 また身体測定を実施した Yangon と Mandalay の地域差や季節差が影響を及ぼした可能性

も否定できないが、本研究ではその区別がほぼ食事の区分と重なったこと、群によって人

数の分布が偏っていたため、その影響を十分に分析することができず、これらのことにつ

いても今後の課題である。 

本研究結果から托鉢群が最も BMI 換算値が高い集団であることが明らかになったが、こ

れには托鉢に行く場所により得られる食事内容も異なることも考えられ、一般化すること

ができない。 今回、情報収集を行った托鉢群は肉なども含まれた数多くの副食を得てい

る印象を受けた。 そのため、他の地域の托鉢群を対象とする場合には異なる結果が得ら

れる可能性も考えられる。 最も BMI 換算値が低い集団であった給食群については、毎日、

豆のスープとご飯のみで一回の食事内容から見ても摂取カロリーが低いことは明らかであ

った。 しかし、月 2～3 度の寄付による食事代は一食当たり普段の給食の約 3～4 倍以上

の金額をかけて作られており（普段の給食 500 人で 70US$/日、寄付がある場合 220US$以上

/日）、その寄付金を普段の給食費用に分配することで普段の給食内容の改善が図れるので

はないかとも考える。今後はこの可能性についても検討する意義があろう。 

今後の方向性として、身体測定を可能な限り同じ時期に行い、体格や栄養状態に影響を与

えると考えられる経済状況、食事状況、衛生環境や栄養吸収障害に関連する症状の有無に

ついての情報も追加し、研究を進めることが必要と考える。 なお経済状況については児

童からの正確な情報を得ることが難しいと考えるため、民族や家長の職業、家族の人数な

どを代替指標とし、評価することなども考えられよう。また食事状況についてはアンケー

ト調査等を行い情報収集することも必要と考える。 

 

図 6 貧困層のコミュニティの家 
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図 7 寺子屋の汚染されている生活用水 

（手を洗ったり、歯を磨いたり、また給食のお米を洗う際にも使用） 

 

 

6.結論 

本研究により、寺子屋児童という貧困の程度がほぼ同程度の経済生活状況にあるなかで

も体格や栄養状態に格差があることが明らかになった。 しかし、対象が一部の学校であ

ることと、昼食摂取状況のみの情報からの結果であり彼らの経済状況や食生活の差による

体格や栄養状態への影響を全て評価することはできていない。 そのため今後は経済状況

や食事状況、衛生環境や栄養吸収障害に関連する症状の有無についての情報も追加し、広

く実態を調査することで、問題を更に明らかにしていけるよう研究を進めことが必要と考

える。 
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ネリカ普及における受益者は誰か？ 

―中央ベナン・ソエ村の事例から― 

 

横内智則 

東京大学 大学院農学生命科学研究科 

E-mail:tomonoriyokouchi@gmail.com 

 

キーワード：ネリカ（NERICA）、サハラ以南アフリカ（SSA）、農業技術普及、緑の革命 

 

１．問題の背景と課題 

1996年にアフリカライスセンター（AfricaRice）によって開発されたネリカ（NERICA, New 

Rice for Africa)は、アジアイネとアフリカイネを交雑して作られたアフリカの栽培環境

適応性と高収量性を兼ね備えたイネの改良品種である。ネリカは、1960年代にアジアで起

きた「緑の革命」をアフリカにもたらす高収量品種として、アフリカ稲作農民の貧困削減

に貢献することが期待されている。実際に、コートジボワール、ベナン、ウガンダの事例

では、陸稲ネリカの導入によって稲作従事者の生活が向上したという報告がなされている

（Sakurai 2006; Diagne et al. 2009; Kijima et al. 2008）。 

アジアの「緑の革命」では、「奇跡の米」と呼ばれる“IR-8”をはじめとする高収量品

種と化学肥料・灌漑設備・農薬、農機具などの近代的諸投入財を組み入れた近代的農法へ

の移行によって、コメ生産量が飛躍的に増加した。その一方で、新技術の導入には灌漑設

備などの環境が整った地域が優先されたことによる「地域間格差」、投入財調達に起因す

る「富農と貧農間の格差」が生じ、政治的不安定を招いたことが指摘されている（西川 1973; 

斎藤編 1974; シヴァ 1997）。また、原（1975）は、「技術移転を積極的に推進する政策

は生産の増加という目的には正の効果をもつであろうが、村落社会の福祉にはかえって負

の効果をもつ可能性が強い」と論じており、効率や効果による判断ではない、農業従事者

の視点から普及方法を検討する必要がある。 

今日のアフリカ版「緑の革命」への取り組みには、アジアの経験から得られた教訓は活

かされているのだろうか。本研究では、中央ベナンの事例から、ネリカが農業従事者の間

でどのように広まったのか、その普及の実態を明らかにし、ネリカ普及が村落社会に及ぼ

す影響について検討する。 

 

２．調査対象地と調査方法 

本研究の調査データは、2009年9月14日から11月10日（58日間）にわたって、ベナン共和

国ズー・コリン県ソエ村およびグラズエ市の市場において実施したフィールド調査から得

たものである。ソエ村の2004年の人口は3351人であった（MCPPD 2004）。同村は、中央ベ

ナンにおけるネリカ普及の拠点となっており、Africa Rice、アフリカ・コメ・イニシアテ

ィブ（ARI）、ベナン国立農業研究所（INRAB）、ズー・コリン県農業普及センター（CeRPA）、

グラズエ市農業普及センター（CeCPA）、NGOなどによる普及活動が行われていた。予備調

査実施後、1次調査ではランダムにサンプリングされた1390農家従事者に対して調査票を用

いたインタビューを行い、2次調査では1次調査の回答結果より選んだ203名から回答を得た。 
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調査実施時、ソエ村ではネリカ普及プロジェクト（PDRN）と食糧安全緊急支援プログラ

ム（PUASA）の2つのネリカ普及プロジェクトが実施されていた。これらのプロジェクトで

は、種子の無料配布および次年度以降の普及用種子の買い取りが行われていた。 

 

３．調査結果 

（1）住民組織 

調査対象地であるソエ村には、14の住民組織が存在しており、最も古い組織は1991年、

新しい組織は2008年に設立されていた。これら住民組織は、イネ・野菜・イモ類などを共

同で栽培し、各組織の規定に沿って収穫物を分配しているが、多くの組織は、畑の準備か

ら収穫まで手間のかかるイネ栽培を共同で行うことを主な目的としている。また、農作業

の協力だけでなく、食品加工や雑貨販売を行う女性グループも存在する。こうした住民組

織は、加入者へのマイクロクレジットの実施や病気で耕作できない加入者のために他の加

入者が労働を負担する等、セーフティーネットの機能を有している。14組織中12の組織で、

住民の新規加入が可能となっていたが、入会金のほか、既存の加入者やリーダー、理事会

等による承認を入会の条件としていた。 

（2）CeCPAの普及方針とネリカへのアクセス 

ソエ村のネリカ普及活動では、AfricaRiceやINRABの試験圃場関係者、NGOの活動を除き、

CeCPAによるネリカ種子の提供が、同村におけるネリカ導入の主要経路となっていた。2009

年には、CeCPAからソエ村に1.5トンのネリカ種子が無料配布されていた。CeCPA農業普及員

への聞き取りから、CeCPAは、住民組織加入者に対して優先的にネリカ種子の提供や稲作栽

培技術の指導を行っていたことが明らかになった。 

調査対象者1390人のうち817人（58.8％）がいずれかの住民組織に加入していた（表１）。

加入者全員に稲作経験があり、そのうちの610人（74.7％）にネリカ栽培の経験があった。

一方、住民組織非加入者573人においては、稲作経験者は484人（84％）と多いものの、ネ

リカ栽培経験者はそのうちの141人（29.1％）にとどまっていた。また、2009年のネリカ栽

培者数は、それぞれ、住民組織加入者ではネリカ栽培経験者のうちの80.8％、非加入者で

は75.2％となっていた。図１は、ネリカ栽培経験者数の推移を示したものである。住民組 

織加入者と非加入者の間で、ネリカ栽培経験者数に差が生じていることがわかる。 

表1 調査対象者の基礎データ（2009） 

（出所）インタビューより筆者作成 

（n=1390）   住民組織 

加入者 

  住民組織 

非加入者 

 
全体 

      

該当者（人）（％）   817（58.8）  573（41.2）  1390 

男女比(男性：女性) 
 

30:70  60:40  43:57 

稲作経験者（人）  817  484  1301 

ネリカ栽培経験者（人） 
 

610  141  751 

2009 年のネリカ栽培者（人） 
 

493  106  599 

CeCPA の稲作栽培技術指導を受けた人（人）  552  111  663 
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以上の結果より、CeCPAの普及方針を     図1 ネリカ栽培経験者数の推移（n=1301） 

反映して、住民組織の加入者にネリカ 

栽培経験者が多いことがわかる。 

 次に、ネリカ栽培未経験者 120 人に 

対して、ネリカ栽培をしない理由につ 

いて聞き取りを行った結果、その大半 

は「種子の入手先がない」ことを理由 

にあげた（表２）。住民組織非加入者 

だけでなく、加入者の間でも同様の意        

見が得られたことから、住民組織内部    （出所）インタビューより筆者作成 

においてもネリカ種子へのアクセスには偏りがあるものと考えられる。 

表 2 ネリカ栽培未経験者の栽培しない理由（複数回答）表 3 08-09 年ネリカ販売者の販売先・量別割合（n=521） 

（出所）インタビューより筆者作成            （出所）インタビューより筆者作成 

（3）ネリカの販売先とその収益 

 2008-2009 年にネリカを販売した 521 人に対して、ネリカの販売先と販売量について聞

き取りを行った結果、50％以上の人々が CeCPA へ販売していたことがわかった（表３）。

CeCPA では、翌年のネリカ普及プロジェクト用の種子を地元市場価格の約 2 倍の価格で買

い取っており、CeCPAへの販売はネリカ栽培の収益につながっていた。実際、2008年に CeCPA

へ 200 ㎏以上販売した 41 人のうち 30 人に対して、ネリカ栽培を続ける理由について尋ね

たところ、全員が「CeCPA の買い取り価格が高い」ためと回答した。一方で、ネリカを 400

㎏以上市場に販売した 30 人のうち、28 人に対して CeCPA に販売しなかった理由を尋ねた

ところ、「家族の病気や教育費の支払い等で現金が必要だった」や、「CeCPA の買い取りは、

すぐに支払いをしてくれない」といった意見が多く得られた（表４）。そのほか、「CeCPA

に販売する機会がなかった」等、CeCPA にアクセスできないことを理由にあげる人もいた。 

表4 2008年に市場に400kg以上ネリカを販売した農家がCeCPAに販売しなかった理由（複数回答） 

（n=28）                         （％） 

家族の病気や教育費の支払い等で現金が必要だった  96 

CeCPA の買い取りは、すぐに支払いをしてくれない  50 

CeCPA に販売する機会がなかった  32  

（出所）インタビューより筆者作成 

(n=120) 住民組織 

加入者 

住民組織 

非加入者 

 販売先  販売量（kg） 販売者数（％） 計  

（％）  

CeCPA 

200 以上  7.9 

52.4 種子の入手先がない 70 65  100－200 9.8 

種子購入資金の不足 28 25  100 未満  34.7 

収量が低い 27 32  

市場  

400 以上  5.8 

32.5 肥料が入手困難 20 15  200－400 9.4 

他の品種で満足 17 13  200 未満  17.3 

栽培用地がない 10 20  その他  ― 15.2 15.2 
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４．考察 

 ソエ村のネリカ導入率は稲作経験者のうちの 58％となっており、ベナン共和国の潜在導

入率 50％（Africa Rice 2008）を上回っている。5 年余りの短期間で稲作従事者の半数以

上にネリカが届けられたという点からは、ソエ村における CeCPA の普及は効率的かつ効果

的であり、成功していると言えるだろう。 

しかしながら、住民組織加入者に優先的にネリカ種子を提供するという CeCPA の普及方

針を反映し、住民組織加入者と非加入者の間で、ネリカ種子およびネリカ栽培技術や買い

取りに関する情報へのアクセスに差が生じていることが明らかになった。また、住民組織

加入者のなかにも種子を入手できない人がいたことから、住民組織内部においてもネリカ

へのアクセスには偏りがあると考えられる。 

上記（３）の結果より、ソエ村におけるネリカ栽培者の栽培動機は、CeCPA による翌年

以降のネリカ普及プロジェクト用種子の高値での買い取りに支えられていると考えられる。

今後、普及用種子の買い取りは、ネリカ普及の進行とともに減少していくことが予想され、

ネリカ栽培者は栽培動機を失い、ネリカ離れが発生する可能性がある。また、CeCPA の買

い取り時期は限定されており、資本に乏しい稲作従事者や情報にアクセスできない条件不

利な稲作従事者は高値で売る機会を逃していた。 

 本来、陸稲ネリカは条件不利の稲作従事者を対象にし、その生活向上を可能にさせる品

種として開発された技術であるが、普及機関による条件の良い住民組織への優先的投入お

よび条件の厳しい農家は種子販売による恩恵を享受できないソエ村におけるネリカ普及の

現状は、一部の富農にネリカの裨益を偏らせ、村落内の格差を更に広げる可能性がある。 
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1. Introduction 

Laguna de Bay, the largest lake of in the Philippines, is known for multifarious economic uses and 

benefits. These include fishing, agriculture, industrial cooling and water supply. In recent decades 

however, the water quality of Laguna Lake has significantly deteriorated due to pollutants mainly 

from soil erosion, effluents from chemical industries, and household discharges [perhaps you should 

add reference/s here]. The main purpose of this study is to characterize and analyze food 

consumption patterns in the Silang-Sta Rosa sub-watershed of the Laguna de Bay, close to 

Metropolitan Manila area in Luzon Island. In other words, depending on the region's socioeconomic 

conditions, the choice of food purchase, perspectives and awareness of the food quality and other 

environmental conditions of the fish and plants are [will be? Are you already analyzing these? If so, 

then ‘are’ is ok] being analyzed. 

Economic development, increasing population and urbanization impact the water quality. Laguna 

Lake is near to Metro Manila, total area is 292,000 ha and 13.2 million people living in the 

watershed. As early as the 1970s, significant level of pollution has been detected in the Laguna Lake 

due to dumping of wastes into the lake by industries and injudicious agricultural and aquatic 

practices (Jaime Z. Galvez Tan, et al 2011). During the 1960s, the Green Revolution greatly 

contributed to agriculture production in the word (is this ‘word’ or world’?). In the Philippines, the 

rapid rate of rice yield improvement associated with the green revolution period. The yield of rice in 

1965 was 2.24 tons, it was 3.70 tons in 1978, and 4.61 tons in 1981(Hayami,Y. et al.2000). The 

result of too much fertilizer use in agriculture lead to serious water pollution (Jaim Z. 2011; Robert,F. 

et al., .2011,).   

 

The fishing activities contributed the water pollution. Fish culture enclosures have been introduced 

in Laguna de Bay between 1968 and 1970 (Beveridge,M. C1984) to rear milkfish and in pens. It was 

in the 1970s when fishpens and fishcages were introduced in Laguna Lake providing income, 

employment and livelihood to the surrounding lake communities, public revenue to the local 

government, and fish to the consuming public. While fishpens and fishcage culture are economically 
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and socially important, such practices are also producing numerous environmental problems. It 

produced (?) algal bloom, fish kills, water hyacinths and water pollution (Danilo 2008).  

The land use patterns greatly changed the water quality. The industrialization and urbanization in the 

Santa Rose watershed rapidly progressed since 1980s. The main reasons of land use change are the 

increase in population, declining rice yields and driving factors for the land use change 9this 

sentence must be rephrased as it is a bit awkward). These land use changes and population explosion 

have degraded surface and ground water in the sub-watershed as well as streams which flow into 

Laguna Lake. These are the main causes of serious water pollution.  

 

2. Objective 

To clarify how the structure of the food consumption pattern in the watershed area are affected by 

the environmental degradation of the Lake Laguna. To determine the differences of the purchasing 

action of consumers, choice of the purchase and the consciousness to the local food, according to the 

consumers of educational background, income, occupation and environmental degradation (mainly 

water pollution). 

To clarify the consumption pattern in the watershed area and association of the consciousness about 

the food and the characteristic of the eating habits. To determine the kinds of characteristics format 

each area during the food purchasing actions and the diets of the people in the watershed area. 

 

3. Methodology 

We conducted the household surveys named “LakeHEAD” conducted by the Research Institute for 

Humanity and Nature and the University of the Philippines, we have randomly selected 11 barangays 

(villages) out of 62 barangays from the city of Santa Rosa, the city of Binan, municipality of 

Cabuyao, and municipality of Silang, and have selected a total of around 400 households for 

analysis. 

1)  Setting up of the study sites.  

2) To finish each study site for  food consumption pattern 

3) According to the characteristics of the diet of the people analysis of factors influencing food 

consumption patterns will be done. 

4. Discussion  

 In order to evaluate the food consumption, socio-demographic characteristics with education, 

occupation, a statistical analysis has been conducted with respect to food consumption patterns on 

different fish categories and vegetables, e.g., those from Laguna Lake vs. those not-from-Laguna 

Lake. It is identified that a greater number of consumers purchase fish and vegetables 

not-from-Laguna Lake, especially in the case of not-from-Laguna Lake Tilapia and bangus (two 

major fish species in lake).  
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